
 

   令和４年８月豪雨被災事業者経営支援交付金交付要綱 

 

（目的及び交付） 

第１条 町長は、令和４年８月３日からの大雨による災害で被災し、事業活動に特に

大きな影響を受けている事業者に対して、事業の継続を支え、再起の糧となる、事

業全般に広く使える交付金を交付するため、この要綱の定めるところにより、予算

の範囲内で交付金を交付するものとする。 

（交付対象者） 

第２条 交付金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。

ただし、町長が特に必要と認める者についてはこの限りでない。 

⑴ 基準日（令和４年８月１日をいう。）において、川西町に住所を有する個人事

業主又は本店若しくは主たる事務所の所在地を川西町内として登記している法

人である者。ただし、主たる業種が日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第

４０５号）中の中分類において農業、林業、漁業、郵便業、協同組合、医療業、

社会保険・社会福祉・介護事業、政治・経済・文化団体、宗教である者は除く。 

 ⑵ 令和４年８月３日からの大雨により被災し、被災証明書の交付を受けている者 

⑶ 令和４年８月の売上高が、前年又は前々年の同月の売上高と比較して１０パー

セント以上減少している者。ただし、令和３年９月以降に創業した個人事業主及

び法人は、令和４年７月の売上高と比較して１０パーセント以上減少している者 

⑷ 川西町暴力団排除条例（平成２４年条例第７号）第２条第１号から第３号に定

める暴力団、暴力団員及び暴力団等に該当しない者 

 ⑸ 引き続き事業を継続する意思を有している者 

２ 前項ただし書に規定する町長が特に必要と認める者については、第２号から第５

号までの要件のほか、次に掲げるすべての要件に該当する者とする。 

⑴ 基準日において、住所を町外に有する事業者のうち町内のみに事業所を有し、

事業を行っている者。ただし、主たる業種が日本標準産業分類中の中分類におい

て農業、林業、漁業、郵便業、協同組合、医療業、社会保険・社会福祉・介護事

業、政治・経済・文化団体、宗教である者は除く。 

⑵ 川西町民を１人以上雇用している者 

⑶ 住所を有する市町村において、該当する支援策がない者 

３ 交付金の交付は同一の申請者に対して一度に限るものとする。 

（交付金の額） 

第３条 交付金の額は、令和４年８月の売上高を前年又は前々年の同月の売上高より

減じて得た額、新規創業者の場合は令和４年７月の売上高より減じて得た額とし、

法人は３０万円、個人事業者は１５万円を上限とする。ただし、その額に千円未満

の端数があるときはこれを切り捨てるものとする。 

（交付金の交付申請等） 

第４条 交付金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令和４年

８月豪雨被災事業者経営支援交付金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」



 

という。）に川西町商工会が発行する交付金該当確認書（様式第２号）及び町長が

必要と認める書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（交付金の交付決定及び額の確定等） 

第５条 町長は、交付申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、交付金交付

の可否について決定し、申請者に対し令和４年８月豪雨被災事業者経営支援交付金

交付（不交付）決定及び額の確定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

（交付金の返還） 

第６条 町長は、交付金の交付を受けた者が虚偽又は不正な方法によって交付を受け

たと認めるときには、既に交付した交付金の全部又は一部について期限を定めて、

その返還を命ずるものとする。 

（その他）  

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号（第４条関係） 

令和  年  月  日 

川西町長 殿 

申請者 住    所 

 事業所名及び 

代表者職氏名            ㊞ 

 

令和４年８月豪雨被災事業者経営支援交付金交付申請書 

 

次のとおり令和４年８月豪雨被災事業者経営支援交付金の交付を受けたいので、令和４年

８月豪雨被災事業者経営支援交付金交付要綱第４条の規定により下記のとおり申請します。 

記 

１ 申請者 

（フ リ ガ ナ） 

名称（商号または屋号）  

主たる業種  

事業開始年月日 西暦・明・大・昭・平・令      年   月 

連絡先電話番号        －     －         （担当者：         ） 

【振込口座】 

金融機関名 支店名 分類 口座番号※右詰め 
（フリガナ） 

口 座 名 義 

銀行 

農協 

信金 

信組 

(   ) 

支店 

本店 

(   ) 

1 普通 

 

2 当座 
       

 

 

支店コード    

ゆうちょ銀行 

通帳記号 口座番号※右詰め 
（フリガナ） 

口 座 名 義 

               

 

 

２ 申請金額（交付申請額は様式第２号 交付金該当確認書の交付申請額欄より転記してください） 

確認欄 事業区分 交付申請額 

  法 人 
 

 

              円 
   個 人 

 

 

 

 

裏面へ続く 

 



 

 

３ 確認事項（確認欄すべてに「✓」の記入がないと、交付金を受けることができません） 

確認欄 項  目 

 今後も事業を継続する。 

 
「別掲：暴力団排除に関する誓約事項」のいずれにも該当しない者であり、かつ、今

後、交付事業の実施期間内・交付事業完了後も該当しないことを誓約する 
 

４ 添付書類（添付した書類に「✓」を記入してください） 

⑴ 被災したことがわかる書類 

確認欄 項  目 

  川西町が発行する被災証明書又はり災証明書の写し 

 

⑵ 交付金算定の書類 

確認欄 項  目 

  交付金該当確認書（様式第２号） 

  

⑶ 主たる業種及び令和３年分の売上高確認書類 

確認欄 項  目 

  法人 

比較対象（令和３年又は令和２年の８月）を含む会計年度の確定申告書（別

表１）及び法人事業概況説明書の写し（税務署の受付日付印のあるもの、電子申告

の場合は「受信通知（メール詳細）又は電子申告をしたことがわかる書類を添付） 

  個人 

比較対象（令和３年又は令和２年の８月）を含む年分の確定申告書(第１表)

の写し、青色申告の場合は所得税青色申告決算書の写し、白色申告の場合は場

合は収支内訳書の写し（税務署の受付日付印のあるもの、電子申告の場合は「受信通知

（メール詳細）又は電子申告をしたことがわかる書類を添付） 

  

 ⑷ 対象経費の確認書類 

確認欄 項  目 

  令和４年８月の売上高がわかるものの写し（売上台帳、月次決算書、残高試算表等） 

 

⑸ 振込先口座の確認書類 

確認欄 項  目 

  申請者本人名義の振込先口座の通帳の写し（通帳の表面と通帳を開いたページ） 

 

 ⑹ 本人確認書類（個人事業主のみ） 

確認欄 項  目 

  運転免許証、マイナンバーカード等の写し 

  

 ※その他、申請内容によって追加資料を求める場合があります。 

 

 

 



 

様式第２号（第４条関係） 

 

 

交付金該当確認書 

 

 

１ 売上高確認及び交付金額計算表  

 (円)  

令和４年８月の 

売上（事業収入） 

 

【Ａ】 

円   

令和  年８月 

の売上（事業収入） 
※新規創業の場合は令

和４年７月の売上 

 

【Ｂ】 

円   

売り上げ減少率 

▲10％以上 
(Ｂ－Ａ)/ Ｂ×１００ 

 

％   

【Ｂ】－【Ａ】 

 

【Ｄ】 

円   

交付申請額 

【Ｄ】又は限度額(法人 30 万円、個人 15 万円)のいずれか小さい額。 

※千円未満の端数切捨て。 

 

，０００円   

 

川西町長 殿 

 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

(確認者※) 川西町商工会 

会長 寒河江 輝 文  印   

 

 

※川西町商工会において内容確認及び押印願います。 

 

 

 



 

様式第３号（第５条関係） 

発第     号 

年   月   日 

 

              殿 

 

 

                            川西町長 

 

 

令和４年８月豪雨被災事業者経営支援交付金交付（不交付）決定及び額

の確定通知書 

 

 

     年   月   日付けで申請のありました令和４年８月豪雨被災事業者経

営支援交付金申請書について、令和４年８月豪雨被災事業者経営支援交付金交付要綱

第５条の規定に基づき、下記のとおり決定し、併せて交付額を確定したので通知しま

す。 

 

記 

 

１ 交付金の額                  円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


